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平成３０年８月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
三重県県土整備部住宅政策課
三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅指定管理者指定申請書

（　　　　　ブロック）
平成　　年　　月　　日 
三重県知事　あて

　　　　　　　　　　　　　（申請者）

主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　     　　　                                                               　　　　 法人等の名称　　　　　　　　　　　
　                                       　　　　　　　　　　  　　　　    
代表者の       　　　　　　       
役職名及び氏名        　　 　     　印
　　　　　

　三重県営住宅条例第５３条及び三重県特定公共賃貸住宅条例第３２条の規定により、三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の指定管理者の指定を受けたいので、申請します。
宣　誓　書

三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅に係る指定管理者指定申請（　　　　ブロック）を行うにあたり、下記に掲載した事項は真実に相違ありません。
申請後虚偽のあることが判明した場合は、直ちに参加資格（指定管理者に指定後の場合は、当該指定）を取り消されても異議を申しません。
平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　（申請者）

主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　     　　　                                                               　　　　 法人等の名称　　　　　　　　　　　
　                                       　　　　　　　　　　  　　　　    
代表者の       　　　　　　       
役職名及び氏名        　　 　 　    　印
記

· 三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅指定管理者募集要項「７　申請資格」で掲げるすべての要件を満たしています。

· 提出した申請書類に虚偽・不正はありません。

法人等の概要
	名　　　　　称
	

	代　表　者　名
	

	所　　在　　地
	

	ホームページ
ア　ド　レ　ス
	

	設立年月日
	

	資本金又は
基　本　財　産
	平成　　年　　月現在

　　　　　　　
　　　　　　　　　　　千円



	従　業　員　数
	平成　　年　　月現在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名

　　　　【内訳】

	経営理念・運営
方針等
	

	業務内容及び主たる事業の実績
	


※法人等の概要パンフレット等があれば、添付してください。 
（別紙様式４）
                                        申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
事業計画書（　　　　　ブロック）
	１　管理業務に当たっての基本方針
(1)管理の理念・方針
①管理者としての理念

②運営管理の方針
(2)県民へのサービスについての考え方

(3)県が進める施策の実現に関する取組
①人権尊重社会の実現
　　　 
②男女共同参画社会の実現
　　　 
③ユニバーサルデザインのまちづくり
　　　 
④次世代育成支援
　　　 
　　　 ⑤地震防災対策
                                                                        


                                       申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　  
	２　管理業務の実施方針
　(1)管理体制
  　①体制図

	
	《体制図の記載例》
	

	
	
	総務部(　)※1
	（詳細省略）
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	不動産管理部
     (　)※1
	
	
	
	
	
	管理事務所
	所長：◎　
	
	

	
	
	
	
	
	
	                     　◎ ○○担当1名
	
	

	
	
	
	
	
	管理班
	
	
	  ◎ ○○担当1名
	
	

	
	
	
	
	    　　班長：◎ 　　　◎ ○○担当1名
                     　◎ ○○担当1名
	
	

	
	
	
	
	
	整備班
	
	
	◎ ○○担当1名
	
	

	
	
	
	         　　班長：◎ 　　　◎ ○○担当1名
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	本社管理課 (　)※1
	 （詳細省略）
	

	
	
	           
	

	
	
	
	
	本社不動産課(　)※1
	 （詳細省略）
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	○○支店    (　)※1
	 （詳細省略）
	

	
	
	

	
	
	営業部(　)※1
	（詳細省略）
	

	
	
	

	
	  
	開発部(　)※1
	（詳細省略）
	

	
	 ※１　各部及び課・支店の所属者数を（　）内へ非常勤職員を含めて記入のこと。
   ２　委託費対象職員は◎で表示すること。また、共同体で応募する場合は、管理事務所へ配置する者の出身団体名を記入し、構成する団体の組織体制図を別表（A4版縦）に添付すること。なお、管理事務所の責任者は代表企業の管理職であること。
	

	②団地管理（巡回を含む）方法及び体制
　　③入居関係手続きの窓口対応の方法及び体制

　(2)職員の配置計画
 次ページの「記入例と注意事項」に留意し、下記の付表へ記入してください。


	
	所属及び役職名
	雇用形態の別
	担当業務の内容
	経験年数※1
	資格保有状況
	

	
	
	役職名
	年齢
	正職員
	非常勤
	計
	
	 ※２
	
	名　称
	資格取得日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計

	
	
	
	
	
	

	
	
	    合計
	
	
	
	
	

	


	記入例と注意事項


	所属及び役職名
	雇用形態の別
	担当業務の内容
	経験年数※1
	資格保有状況

	
	役職名
	年齢
	正職員
	非常勤
	計
	
	※２
	
	名　称
	資格取得日

	管
理
事
務
所
	所長
管理班長
○○担当
○○担当
○○担当
整備班長
○○担当
○○担当
○○担当
○○担当
	  56
  50
  45
  45
  45
  50
  45
  45
  45
  45
	  ◎
  ◎
  ◎
  ○
  ◎ 
  ◎
  ○
	○
◎
○
	1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
	統括
管理部門統括
経理担当
外国人通訳他管理一般
○○地区団地統括
○○地区団地管理一般
○○地区団地整備一般
	w・e
 ｃ
w・e
 
	管理2
管理5 
管理3
管理2
管理2
整備5
整備8
整備5整備1整備0
	防火管理者        
宅建主任        ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 
ﾏﾝｼｮﾝ管理士                 1級建築士
1級建築士
	H2.4.1
H16.2.1
S56.5.1
H10.5.1

	計
	所長
班長
○○担当
○○担当
	  １
  ２
　２
  ２
	１
２
	 1
 2
 3
 4
	〔摘要〕
住宅管理業務経験年数：1年(2人)・2年(3人) 
住宅整備業務経験年数：1年(2人)・2年(2人)
宅建主任他(2人)・一級(２人)・通訳(1人)

	
	      合計
	  ７
	３
	10
	


（注）１　「計」欄を除き、配置を計画している職員ごとに記入すること。

　　　２　資格保有状況」については、配置を計画している職員が保有する資格で、管理運営業務に係るものを、正式名称で記入すること。
３　「※１」の経験年数欄は、配置を計画している職員の管理運営業務経験年数を応募団体での経験のみならず、他団体等で経験があれば通算で記入すること。
４　.通訳については、主に活動頻度のある語学はポルトガル語であるが、ケースによっては他の語学（方言に対応できることも必要）通訳が必要な場合もあるので、それらの対応についても記入すること。
５　.事務所所在地は、申請者が指定管理者となった場合に業務を行うこととなる事務所住所地（見込み）を記入のこと。
６　「※２」の欄は、CADやマイクロソフロ社のワードとエクセルを使用できる者(「ｃ・w・e」と記入)について記入すること。
７　共同体の場合は、「所属及び役職名」の適当な場所に構成団体名及び同団体内での役職名を記入のこと。
８　「雇用形態の別」欄に今回の指定管理業務を行うについて、今回の申請書提出時点に雇用している者（正職員・非常勤職員を問わない。）を配置予定としている場合は、記入例に見習いそれぞれの欄に「◎」印を、指定管理者に指定後、新規に採用する計画である場合は、当該欄に「○」印を表示すること。
 　　９　本表は、A4版横としても差し支えない。
                                       申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　
	　(3)職員の研修計画
　(4)管理業務の実施方針
　　①　入居者の要望、苦情処理に係る対応
    ②　生活弱者への対応
    ③　不適正及び不法入居者、無断退去者等に対する対応
ア　不適正及び不法入居者、無断退去者等に対する取締り体制

　　　　イ　対象者の発見及び指導

　　　　ウ　県への報告（協力）体制

  　④　入居者募集対策修繕の工夫
   ⑤　公営住宅管理システムのデータセキュリティ管理
ア　外部への情報漏洩の防止

　　　　イ　データの取扱に関する職員への周知・教育　

⑥　修繕・保守管理経費の縮減策

　　⑦　修繕・保守管理の作業員及び入居者等に対する安全管理方針




         　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　

	　(5)入居者サービス向上策
　(6)個人情報等の取扱
　　　①　個人情報の保護

　　　②　情報公開請求に対する方針

　(7)緊急時の対応・対策
　　　①　夜間・休日における対応、体制
　　　②　災害時における対応、体制

(8)その他の提案
　　　①　業務に関しての提案（例:地域コミュニティ向上につながる取組み、業務の効率化、建物・設備等の長寿命化対策等について※１）
　　　②　県が提起する課題の解決方法

　　　　　ア　外国人について
　　　　　イ　孤立死について
　　　　　ウ　入居率の向上について                                                        　　  　　　　　　　　　　

　　　③　自動販売機の種類、設置台数、設置する団地等について



※１　例示にこだわらず提案して差し支えない。
                                         申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　
３　申請者の状況                       
(1)申請団体の概要
	項　　　目
	                      内　　　　　　　　容

	申請団体名
（主たる事務所名）
	

	
	既存の共同住宅
管理実施事業所名
	

	主たる事務所の
所在地
	

	
	既存の管理実施事業所の所在地
	

	管理事務所
（設置予定所在地）
	

	申請団体の
　設立年月日
	

	役職名及び代表者名
	

	資本金
（出資金・出捐金）
	  　金　　　　　　　　　円（申請締切日直近の決算期日時点）

	主要株主等
（上位、５者まで記入のこと）

	 1.                 ：割合　　　％(小数点一位以下四捨五入)

	
	 2.                 ：割合　　　％(小数点一位以下四捨五入)

	
	 3.                 ：割合　　　％(小数点一位以下四捨五入)

	
	 4.                 ：割合　　　％(小数点一位以下四捨五入)

	
	 5.                 ：割合　　　％(小数点一位以下四捨五入)

	職員数(申請団体全体の組織雇用人員を記入)
	申請締切日直近の決算期日時点
  総数           人（常勤　　　　人、非常勤　　　　人）

	
	うち、
共同住
宅[賃貸・分譲]
管理部門
	本社
所属職員数
	申請締切日直近の決算期日時点
  共同住宅[賃貸・分譲]管理部門        人（常勤　　　人、非常勤　　　人）

	
	
	支店①所属職員数
	申請締切日直近の決算期日時点
  共同住宅[賃貸・分譲]管理部門        人（常勤　　　人、非常勤　　　人）

	
	
	支店②所属職員数
	申請締切日直近の決算期日時点
  共同住宅[賃貸・分譲]管理部門        人（常勤　　　人、非常勤　　　人）

	
	
	支店③所属職員数
	申請締切日直近の決算期日時点
  共同住宅[賃貸・分譲]管理部門        人（常勤　　　人、非常勤　　　人）

	主要業務
※　各部門に配置している所属職員の多い順に５業務まで記入
	 1.

	
	 2.

	
	 3.

	
	 4.

	
	 5.


(注）１　.商業登記の登記事項証明書等公的な証明書を添付のこと。
     ２　.申請者の概要等の分かる冊子があれば添付のこと。
     ３　.役員等（取締役、監査役、役員でない事務所等を代表する者等）の状況を、次ページの表に従い作成のこと。
     ４　.共同体の場合は、本表のほか役員の状況表を含めて、構成団体ごとに別葉で記載すること。
申請者連絡先
	担当部署名
	
	担当者名
	

	電話番号
	
	ﾌｧｯｸｽ番号
	

	e-mailアドレス
	


（注）共同体の場合は、代表団体の連絡担当者を記入すること。
                                             申請者名：　　　　　　　　　　　　　
〈付表〉　　役　員　等　の　状　況
	役　職　名
	氏　　　名
	生年月日
	住　所　及　び　居　所

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]

	
	
	
	[住所]

	
	
	
	[居所]


（注）１　「欄」が不足する場合は、上記様式に準じて別葉で追加のこと。
（注）２　各役員等ごとに、履歴書を添付すること。

　　　３　共同体の場合は、構成団体ごとに作成し、上記（注）２に記載する添付書類を団体ごとに組み合わせること。

　　　４　本表へ記載する役員等には、商法及び設立根拠となっている特別法で定める役員の全てを記入すること。この場合、前ページの表に記載した代表者についても記入のこと。
        　また、活動の本拠地として商業登記法に基づく本支店登記がなされている事務所を代表する者が役員でない場合は、当該者も役員等に含めること。
                                          申請者名：　　　　　　　　　　　　　
 　(2)  経営状況表
	                              　　 
	区　　　　分
	 第期
　 年　月　日
～　年　月　日
	 第期
　　年　月　日
～　　年　月　日
	 第期
 　年　月　日
～　　年　月　日
	

	
	売上高　　　Ａ 
	            千円
	             千円          
	              千円
	

	
	営業利益　　Ｂ
	千円
	千円
	千円
	

	
	税引後当期純利益　Ｃ
	千円
	千円
	千円
	

	
	現金・預金　Ｄ
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	有価証券　　Ｅ  
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	固定資産　　Ｆ     
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	総資本　　　Ｇ
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	自己資本　　Ｈ     
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	流動資産　　Ｉ     
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	流動負債　　Ｊ     
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	負　　債　　Ｋ     
	            千円
	             千円
	              千円
	

	
	①手元流動比率     
　 (Ｄ＋Ｅ）
 （Ａ÷１２） 
	 　　　　　　 ％
	％    
	                ％
	

	
	②流動比率     
  Ｉ×１００ 
      Ｊ
	％
	％
	                ％ 
	

	
	③固定比率     
  Ｆ×１００ 
      Ｈ
	　　　　　　％
	　　　　　　 ％
	％
	

	
	④自己資本比率     
  Ｈ×１００ 
      Ｇ
	              ％              
	               ％    
	                ％  
	

	
	経営状況     
  Ｇ－Ｋ 
	            千円   
          
	千円
   
	千円
 
	

	※ １　共同体で応募する場合は、その構成団体ごとに別葉で作成のこと。


２　上記表は申請日直近の決算日を含んだ過去３ケ年間の申請者本体の損益処分後の決算書から転記して作成し、当該過去３ケ年間の貸借対照表、損益計算書の写しを原本証明のうえ添付すること。
	※年度別に、時価会計導入についての有無を明示すること。

[何れかに○囲みすること。]
	資  産  の  評  価  方  法

	
	第期
	第期
	第期

	
	有　・　無
  
	有　・　無
	有　・　無

	公認会計士による監査導入の状況
 第　　　期[　　年末の決算]より導入
	会計士住所及び氏名：
 


  申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　
〈付表〉共同住宅管理実績表
	管理者名又は営業所名
	住宅の名称
	所　在　地
	構　造
	戸数
	管理の
始  期
終  期
	所有者の住所
 　　 及び名称

	
	
	
	建設年次
	
	
	

	
	
	
	
	
	  　～
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	    ～
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	    ～
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	    ～
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	    ～
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	    ～
	

	
	
	
	
	
	
	

	 戸数の計
	    戸
	   


（注）１　「欄」が不足する場合は、上記様式に準じて、欄を追加すること。
  　　２  申請日直近の決算日を含む過去３ケ年間の実績を記入のこと。
  　  ３　共同体の場合は、構成団体ごと（管理者名に団体の名称を記入）の管理実績を別葉　　　　にして記入のこと。
      ４　ここに記載した内容を証明できる資料（総会資料等に記入されている場合はそれで         も可）を添付すること。
                                         申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
４　管理業務の経費見積
	 管理業務（基本協定・年度協定）の経費の区分表


指定管理業務を行うに当たり、指定管理者と事業主体は、各種の協定を締結します。

協定には、「基本協定」（それぞれの費目ごとに５ケ年の契約期間を一括し、５年度分を通算した協定）と「年度協定」（毎年度県との協議を経て予算が確保されたものについて締結する協定）があります。

「基本協定」「年度協定」の経費の区分、細区分の内容は以下のとおりです。

（「基本協定」「年度協定」の経費区分、細区分）
	経費区分
	経費の細区分

	管理関

係経費
	管理費

	①　人件費

②　一般管理費

③　事務費

	維持・修

繕関係

経費
	修繕費
	①　入居募集対策修繕費

②　住替え修繕費

③　一般修繕費
④　環境整備費（法面除草・樹木剪定等）

⑤　環境整備費（環境美化施設等整備）

⑥　計画修繕費

	
	維持費

	①　合併浄化槽管理費

②　単独槽管理費

③　受水槽等清掃費
④　簡易水道管理費

⑤　災害復旧緊急措置費

⑥　給水ポンプ保守
⑦　エレベータ保守
⑧　消防設備点検
⑨　水道メーター法定更新

⑩　建物等点検計画修繕費


申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
（１）　管理費関係経費見積
①人件費
　     　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
　　　　　
	5ケ年計
	                円


　　　      
	H31(2019)年度
	　　　　　　円
	H32(2020)年度
	　　　　　円
	H33(2021)

年度
	　　　　　　円

	H34(2022)年度
	　　　　　　円
	H35(2023)年度
	 円


 　　（積算明細）
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


       　　　
	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　「細目」欄へは、本給、諸手当(細目[例：通勤手当、扶養手当、時間外勤務手当等]別に記入)法　　　　　　　　　定福利費(細目[例：健康保険料、厚生年金掛け金等]別に記入)を記入し、それぞれ細目ごとに金　　　　　　　　　額を記入すること。

②一般管理費
  　  　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額

	５ケ年計
	                円


	H31(2019)年度
	円
	H32(2020)年度
	　　　　　 円
	H33(2021)

年度
	円

	H34(2022)年度
	円
	H35(2023)年度
	円


     （積算明細）

	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


申請者名：　　　　　　　　　　　　　  
	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　「細目」欄へは、事務所賃貸料、事務用品、事務機器類及び車両等リース料など一般的な管理経費を細目別に記入し、それぞれ細目に対応する金額を記入すること。
③事務費（旅費等）
       　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	円
	H32(2020)年度
	             　　　   　円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


  　 （積算明細）

	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


  　　（注）　「細目」欄へは、「旅費交通費」、「水道光熱費」、「燃料費」等の業務に係る事務費を細目別に記入すること。
（２）　維持・修繕費関係経費見積

　　①修繕関係経費
     ア　入居者募集対策修繕費
　　　 平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
※各ブロックの入居者募集対策修繕の見込戸数（年間）は、別添「平成31(2019)～35(2023)年度県営住宅管理業務事業計画」により確認してください。    
	  　
	            円
	/戸当り修繕見込み単価×　 戸＝
	単年度分
	 　 　       円


	                       単年度分　×　５ケ年　　＝
	５年間分
	             円


申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
イ　住替え修繕費
　　　 平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
※各ブロックの住替え修繕の見込戸数（年間）は、別添資料４－２「平成31(2019)～35(2023)年度県営住宅管理業務事業計画」により確認してください。
	            円
	/戸当り修繕見込み単価×　　　戸＝
	単年度分
	        　　 円


	                    　　単年度分　×　５ケ年　　＝
	５年間分
	             円


     ウ　一般修繕費
       平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
※一般修繕の対象となる各ブロックの団地数は、別添「管理業務仕様書（別表）」により確認してください。
	                                
	単年度分
	             円


	  　 　　　　　　　      単年度分　×　５ケ年　 ＝
	５年間分
	円


     エ　環境整備費
(ア)　法面除草・樹木剪定
      　 平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
        　　
	                                
	単年度分
	             円


	                          単年度分　×　５ケ年　 ＝
	５年間分
	             円


(イ)　環境美化施設等整備
      　　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額

	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
  （積算明細）

	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


オ　計画修繕費
       　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）

	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


②維持関係経費

ア　合併浄化槽管理費（浄化槽管理費）

 　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


   申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
  （積算明細）

	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。

イ　単独槽管理費（浄化槽管理費）
       　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）

	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。

ウ　受水槽等清掃費
       　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


    （積算明細）     
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。

エ　簡易水道管理費
       平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）     　
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。

申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
オ　災害復旧緊急措置費
       平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）     　
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


　
	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。

カ　給水ポンプ保守
       平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）     　
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。

キ　エレベーター保守
       平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）     
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。
ク　消防設備点検
       平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）     　
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


    　（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。 
ケ　水道メーター更新
       平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	               円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）     
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用と、それに伴って今後発生が予想される修繕関係経費を見込むこと。

コ　建物等の点検管理
       　平成31(2019)年度から35(2023)年度までの所要見積額
　　　　(ア)　建物点検

	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　
（積算明細）     　
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用を見込むこと。

(イ)　設備点検     
	５ケ年計
	                 円


	H31(2019)年度
	                          円
	H32(2020)年度
	             円
	H33(2021)

年度
	                          円

	H34(2022)年度
	                          円
	H35(2023)年度
	             円


     （積算明細）     　
	H31(2019)年度
	H32(2020)年度
	H33(2021)年度

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額

	
	
	
	
	
	


	H34(2022)年度
	H35(2023)年度
	合計
	
	

	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	細　目
	金　額
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　費用の見積に当たっては、点検等に係る費用を見込むこと。

（３）　上記（１）（２）に係る、経費削減の考え方や方法
※事業計画書（別紙様式４）の記入要領
１　事業計画書は様式４を使用し、下表の項目や、様式４に記載されている記入例や注意事項をご確認のうえ記載してください。

２　事業計画書の用紙はＡ４版縦長とし、余白下中央にページ番号をつけてください。
３　使用する文字の大きさは、図表を除き基本的に１２ポイントとしてください。（フォントは指定しません。）
４　下表のとおり項目毎に事業計画書の制限枚数を設定していますのでご注意ください。
５　事業計画書の内容を補完するための別添資料は、必要最少限に止めてください。

	事業計画書の項目
	記　　載　　内　　容
	計画書の制限枚数

	大項目
	事業計画書の項目
	
	

	１管理業務に当たっての基本方針


	(1)管理の理念・方針
	①指定管理者公募への申請理由

②県営住宅管理の基本的な考え方や心構え
	(1)～(3)までを概ね３ページ（各項目概ね１ページ）以内


	
	(2)県民へのサービスについての考え方
	①入居を希望する者及び入居者に対する各種サービス提供の考え方

②県民等からの要望・苦情等への対応方針
	

	
	(3)県が進める施策の実現に関する取組
	「人権尊重社会の実現」、「男女共同参画社会の実現」、「ユニバーサルデザインのまちづくり」、「次世代育成支援」、「地震防災対策」といった、県が推進する施策に配慮した取組
	

	２管理業務の実施方針


	(1)管理体制
	①体制図（担当部署の体制と、組織全体の位置付けを記載）

②団地管理方法及び体制
③入居関係手続の窓口対応の方法及び体制
	(1)～(3)までを概ね６ページ以内


	
	(2)職員の配置計画
	人員の確保計画、雇用形態、職員配置、人数、有資格者等の状況
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６　「４　管理業務の経費見積」の作成にあたっては、以下の事項をご確認のうえ、「管理関係経費」と「維持・修繕費関係経費」を積算し、見積書の作成をお願いします。

　　消費税率が平成３１（２０１９）年１０月１日に１０％に引き上げられたものとして金額を計上してください。
（１）管理業務の経費　概要
①契約の種類
（基本協定）
それぞれの費目ごとに５ケ年の契約期間を一括し、指定管理期間の始期までに５年度分を通算したものについて、「基本協定」として締結します。
　　　（年度協定）
当該年度の修繕工事等を決め、毎年度８月末までに「三重県営住宅及び特定公共賃貸住宅施設維持管理計画」を県に提出し、その後県との協議を経て予算が確保されたものについて、毎年度「年度協定」として締結します。
　　②運営経費
管理費、修繕費ともこれに要する費用は、業務に変更のない限り５ケ年の「基本協定額」の範囲の中で運営してもらうとともに、毎年度設定する「年度協定額」の範囲内で運営していただきます。

③経費の流用
　　　　「年度協定」に該当する各経費のうち当該協定に係る分は、それぞれ該当する年度内で完結してください。なお、「年度協定」に係る経費間で所要経費に増減が生じた場合は、「管理関係経費」「維持・修繕関係経費」の範囲内で相互流用できるものとします。

ただし、各経費を流用するときは、あらかじめ県に協議しなければなりません。
④指定管理料の支払方法
　　　ア　支払額は、基本協定及び年度協定で定める指定管理料を限度とし、５ケ年を通して３ケ月ごとに４つに区分（以下、「四半期」という。）し、支払うこととします。

イ　第３四半期までは、四半期ごとに均等に県の会計規則等の定めに従い、概算で均等に支払います。ただし、業務進捗報告書による実績（額）が著しく少ない場合は、その支給時期を適当な期間留保することがあります。
  　　ウ　第４四半期については、その総額の７割を概算払いとし、残額は該当する協定期間を通じての精算結果が確定した後、指定管理者の請求により精算払を行うものとします。その結果、指定管理料が実績に対して不足する場合にあっても、県から追加して支払うことはいたしません。しかし、残余金が生じた場合は、当該第４四半期の支払額から差引きさせていただきます。おって、過払いとなった場合はただちに返還していただきます。
⑤指定管理者の立替払
  　　　前掲したところにより、管理業務の実施に要する経費について立替払いや損失が生じることがありますのでご了知していただく必要があります。
⑥工事実施に係る手続等
      　工事実施に際し必要となる一切の手続き及び入居者との調整行為等については、指定管理者において行うものとします。
⑦施設維持管理台帳の備付
      　今後指定管理者には、県営住宅の管理の履行中において、早晩修繕の必要な箇所を把握した場合に覚えとして書き留めておくための「施設維持管理台帳」を作成していただ　きます。この台帳には１件１００万円以上必要と思われる修繕必要箇所を、把握した都度整理し、修繕工事終了に伴い完了済としてチェックし、除していく内容のものです。

なお、県は指定期間を通じて必要の都度提出を求めることができるものとします。
⑧各年度の修繕実施箇所の取扱
各年度の修繕実施箇所は、現管理委託者が立てた計画に基づき県の予算が確保されたものを「年度協定」で定め、修繕を実施していくこととします。具体的には、指定管理業務開始後、順次生じる修繕の必要箇所を「施設維持管理台帳」に加えたものを基礎として、該当する年度の予算が確保された工事箇所及び見積額の範囲内で実施していくこととなります。
        この場合において、「年度協定」に定めのない緊急修繕箇所の発生等特殊事情が生じた場合は、その都度県と協議し、

・「年度協定」に変更を加える

・予算が確保でき、これにより変更協定を指定管理者との間で締結する

という方法で実施していくこととします。　　　　

　　　　

（２）管理費関係経費見積
　　①人件費
  　　ア  指定管理者の業務を担当する正規の従業員の給料、諸手当、法定福利費であり、各種保険料等を含みます。
　　　イ　外国人通訳を外部に求める場合は、人件費ではなく「事務費」で積算してください。
②一般管理費
  　　　指定管理者の業務に関係する一般的な管理のための経費です。具体的には、入居者募集後に行う抽選会、入居者説明会、入居者への鍵渡し等に要する事務を行うための経費及び協定期間中における各種申請書の入居者への指導、点検、県への報告事務、公営住宅管理システムへの入力事務、退去滞納者への滞納整理に要する事務等の経費、その他県営住宅の管理に伴い県に協力する際に必要となる経費、管理事務所の賃借料、休日・夜間業務を他社に委託する場合はその費用などをいいます。
　　　　また、従業員が業務実施のための移動に使用する車両及び事務機器類は、リース料程度としており取得費までの額は見込んでいません。
③事務費
    　  指定管理者の業務を行ううえで必要となる職員の活動経費です。具体的には、従業員への旅費、燃料費、通信運搬費、外国人通訳を外部に求める場合の費用、諸手当、各種保険料、その他消耗品費等をいいます。
（３）修繕費関係の経費見積
　　①入居者募集対策修繕費
    　  県営住宅の管理戸数は、平成３０年４月１日時点で４，０４５戸（県全体）であり、入居者の退去は随時発生します。
      　その他、公営住宅法で定める高額所得者や、三重県営住宅条例に違反した場合に、県が住宅の明け渡しを請求し、本人の意志にかかわらず住宅を明け渡させるケースがあります。
      　このような状況から、退去戸数は計画的には把握ができません。（ただし、入居者募集戸数を設定するときは、これまでの実績から推計しています。）その他、建物及び住戸内の状況によっては、比較的新しい住宅でも入居募集を行っていないものが存在します。このような住宅は、政策空家として入居募集を行っていません。
      　このため、退去して空家となった住戸があっても、政策空家としている住宅は入居募集を停止していますので、退去住宅がそのまま入居募集の対象となる住宅ということにはなりません。
      　このような制限を考え合わせながら、指定管理者は入居募集計画を策定し、年４回（４月、７月、１０月、１月）の３か月ごとに入居募集を行うことになります。
      　入居募集対策修繕費は、入居募集した住戸に対し、応募があり定められた手続を経て入居者を決定した場合、入居指定日までの間に部屋の修繕を行うための費用で、各ブロックの入居者募集対策修繕の見込み戸数は、別添「平成31～35年度県営住宅管理業務事業計画」のとおりです。
　　　　・４月募集－　７月１日

　　　　・７月募集－１０月１日

　　　　・１０月募集－１月１日

　　　　・１月募集－　４月１日

②住替え修繕費
    　  現に入居している者が「三重県営住宅住替え要綱」に定める規定に従った手続により、県が住替え資格のある入居者として承認し、住替え可能な住戸を指定した場合に、その住替えのため行う修繕に要する経費です。
      　住替える入居者の家族に障害者等がいる場合は、一般的な新規入居時の修繕に加え障害者対応とするなど特別な修繕が必要となります。
      　各ブロックの住替え修繕の見込み戸数は、別添「平成31～35年度県営住宅管理業務事業計画」のとおりです。
③一般修繕費
  　    県営住宅は、建設（昭和２５年～平成１５年まで順次建設）後、相当期間経過している団地も存在し、建物を始め附属施設、設備等に劣化が生じているため、入居者の生活に密着した修繕は必要に応じてその都度行う必要があります。
        一般修繕費は、このような諸々の箇所の修繕に要する経費です。なお、この修繕箇所は生活に密着しているところから、天候、昼夜等を問わず突然に修繕依頼があるので迅速に対応する必要があります。
　　④環境整備費
　      環境整備費は、団地周辺の住環境を確保するため実施する工事等に要する経費です。

この経費に該当するものは、法面の除草や樹木の剪定（草木内に棲息する毛虫、蜂等の害虫駆除を含む。）などの「法面除草・樹木剪定業務」と、ゴミ集積場設置などの工事等の実施内容が明確となっている「環境美化施設等整備」が対象となります。
　　　ア　「法面除草・樹木剪定業務」

　これらの工事等は、原則として各団地自治会活動により実施することとされていますが、従前からの慣例による実施方法、団地内の実情（高齢者、障害者等社会弱者が入居者の大半を占める場合）とか急斜面等の危険地とかの場合にあっては、団地自治会・付近自治会等からの要望に従い、指定管理者において実施してください。
　　　　　また、低層住宅の空家の前庭等も当該管理の対象に含まれているので、指定管理者において実施する必要があります。
　 　 イ　「環境美化施設等整備」
      工事の実施については、年度ごとに指定管理者において必要箇所、理由、見積額及び設計図書等を県に提出します。その後予算が確保された場合に「年度協定」を締結し　業務を実施していただきます。
  　⑤計画修繕費
    　ア  県では、建設後の経年劣化の認められる比較的大きな修繕箇所等について、現指定管理委託者から事前の報告により予算を確保し、優先度の高いものから順次修繕を行ってきました。今後の修繕も、基本的には従前と変らず指定管理者において、「施設維持管理台帳」を作成し、必要が生じるごとに整理しながら、緊急に修繕が必要かつ簡易なものは一般修繕費で行い、次年度以降でも良いと判断できるものは、「施設維持管理台帳」の中で計画修繕として実施していくなど、団地の管理運営に支障のないような判断が求められます。
      　　なお、緊急に修繕が必要な場合にあって１件（設計額）１００万円以上経費が見込まれるものについては、その都度県と協議を行い実施していただきます。
      イ　見積額の算定に当たっては、指定管理者が作成した設計図書に基づき、所要経費を積算し、県の協議を経た額を見積額とします。修繕工法は、原則として指定管理者の裁量に委ねることとしますが、この場合でも県の修繕工法の確認は要するものとします。
      　　なお、この場合の見積経費は、市販図書の「建設物価」、「積算資料」等により積算した額を超えることがあってはなりません。
      ウ　工事の施工については、三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅管理業務仕様書で定める方法により行うこととします。
           　
（４）維持費関係の経費見積
  　①合併浄化槽管理費
     　県営住宅は、その建築年次等の違いから汚水等の処理方法が、合併浄化槽処理、汚物のみの単独槽処理、公共下水道等の接続等、団地ごとに様々な状況にあります。
      　ここでの浄化槽管理費は、このうちの合併浄化槽の維持に係る経費（維持管理費・法定水質検査料等）です。対象団地は、公共下水道（農業又は漁業集落排水等含む。）への接続団地の増加に伴い、年々対象団地が減じています。
  　②単独槽管理費
     　 県営住宅のうち、単独槽設置団地の維持に係る経費（維持管理費・法定水質検査料等）です。
      　対象団地は、合併浄化槽設置団地と同じく、公共下水道（農業又は漁業集落排水等含む。）への接続団地が増えるに伴い、対象団地からも除外されてきます。
  　③受水槽等清掃費
      　県営住宅の上水道の受水槽に係る清掃管理の経費です。
      　受水槽は、下水道と違い今後の対象団地に変更要因は認められませんので、通常であれば見積額に大きな変更はありません。
  　④簡易水道管理費
　　　　水道法第３４条の２第２項の規定に基づいて行う簡易専用水道の検査用の経費です。
　　　　この経費も今後の対象団地に変更要因は認められませんので、通常であれば見積額に大きな変更はありません。

  　⑤災害復旧緊急措置費
     　ア　県営住宅が水害による被害が生じたときに防疫するために要する経費

イ　その他緊急的な災害が発生した場合の、復旧のために要する経費

です。
⑥給水ポンプ保守
      　団地内各住戸に上水道を給水するための動力源及びポンプの保守管理に要する経費です。
      　今後とも対象団地に変更要因は認められませんので、通常であれば見積額に大きな変　　更はありません。
⑦エレベーター保守
      　県営住宅には、エレベーターが、別紙仕様書「八　エレベーターの保守点検業務委託が対象となる団地」に記載する５棟に設置されており、その保守及び点検を行うため必要となる経費です。
      　今後とも対象団地に変更要因は認められませんので、通常であれば見積額に大きな変更はありません。
 　⑧消防設備点検
      　県営住宅に設置している消防設備についての保守点検、及び消火器を新規設置又は更新設置を行うため必要となる経費です。
      　この経費のうち消防設備については、現在その設置場所に変更予定はありませんが、消火器については、消防署の指導により新規設置が増える場合があるほか、既設置分の更新が、各団地の住戸棟ごとにあり、全体として様々な状況にありますので十分注意してください。
  　⑨水道メーター更新
      　県営住宅に設置している各住戸の水道メーターについては、計量法に基づく更新が必要です。集中検針盤については、経年劣化による場合の交換が必要です。
　　　　更新対象は、各団地内の住棟別又は住戸別に時期が様々です。なお、団地が所在する自治体の水道部局への委託で、当該自治体がメーターを交換している団地もあります。見積に当たっては、それらの自治体との調整が必要です。
  　⑩建物等の点検管理
      　建築基準法第１２条に基づく建物及びその設備の点検に要する経費です。
　　　　建物については、３年周期で点検を実施し、昇降機（エレベーター）、建築設備については一年周期で行っていただきます。なお、点検のローテーションは仕様書の別表十一に記入しています。点検方法は、法令の規定に従い的確に実施してください。
      　また、昇降機（エレベーター）については前掲⑦により実施してください。
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	一般修繕費
	
	
	
	
	

	
	
	計画修繕費
	
	
	
	
	

	
	
	維持・点検費等その他
	
	
	
	
	


※A4版２枚以内としてください。

※PDFファイル様式でＣＤ等の媒体に記録して提出してください。
（別紙様式６）
指定管理者募集説明会参加申込書
（北勢ブロック）（中勢伊賀ブロック）（南勢ブロック）（東紀州ブロック）

＊希望するブロックに○印を記してください。

  三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の指定管理者募集説明会に参加を申し込みます。
　平成　　年　　月　　日
  　　三重県 県土整備部 住宅政策課長　あて

                            （提出者）住　　所：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                      電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｸｼﾐﾘ番号：　　　　　　　　　　　　　　　　
                                      (ﾌﾘｶﾞﾅ)
                                      団 体 名：　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                      (ﾌﾘｶﾞﾅ)
                                      役職名及び　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
                       　　  （参加予定者）
                                      　(ﾌﾘｶﾞﾅ)
                                   ①   役職名及び　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　
                                     　 (ﾌﾘｶﾞﾅ)
                                   ②   役職名及び　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　
  　 　　　　　　　　　　　　　　　　　 (ﾌﾘｶﾞﾅ)
                                   ③   役職名及び　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　
     (注)
       １　１団体３名以内でお願いします。
なお、共同体の場合は（提出者）欄に共同体名を、(参加予定者)欄にはそれぞれ単一団体の名称を記入してください。この場合も１共同体最大５名まででお願いします。
 　　　２　参加申込書については、本様式をご提出（郵送可）又はファクシミリ又は電子メールにより送達するものとします。
質問書
 

                                  　                   平成　　年　　月　　日
　三重県 県土整備部 住宅政策課長　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（質問者）住　　　所　　　　　　　　　　　　
団 体 名　　 　　　　　　　　　 
質問者名         　　　　　　　 
電話番号（　　　　　　　　　）
ﾌｧｸｼﾐﾘ番号（　　　　　　　　　）
e-mail　　 （　　　　　　　　　）
質問書
  三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅指定管理者の募集に関する下記のことについて、次のとおり質問します。
	質問項目
	質　問　内　容

	
	

	
	

	
	


（注）１　用紙はＡ４版とします。

２　記入は、黒インク、黒ボールペン、ワープロなどの類とします（鉛筆は不可）。

３　複数の質問がある場合は、項目に番号を付けてください。

４　質問がない場合は、質問書を提出する必要はありません。

５　質問書は、平成３０年８月２７日（月）午前９時から同月３１日（金）午後５時までに、持参、郵送、ファクシミリ又は電子メールによりご送付ください。
辞退届

  平成　　年　　月　　日付けで、「三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の指定管理者指定申請書（　　　　ブロック）」を提出しましたが、都合により辞退しますので届け出ます。
　平成　　年　　月　　日
  　　三重県知事　あて

                            　　　　（申請者）

所　在　地：　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人等名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職　　　　　　　　　　　　　　　　

名及び氏名：　　　　　　　　　　　　　　　印　
連　絡　先：部署名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　
（別紙様式９）
共同体構成員表
　　　共同体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
　　（代表となる団体）主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　法人等の名称
　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　法人等の名称
　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　法人等の名称
　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　印
　※共同体による申請を行う場合のみ提出すること。
（別紙様式１０）

三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の

指定管理運営業務に関する共同体協定書
第１条
（目的）
第２条
（名称）
第３条
（所在地）
第４条
（成立の時期及び解散の時期）
第５条
（構成員の所在地及び名称）
第６条
（代表者の名称）
第７条
（代表者の権限）
第８条
（構成員の責任）
第９条
（権利義務の制限）
第10条
（構成員の脱退に対する措置）
第11条
（構成員の破産又は解散に対する措置）
第12条
（協定書に定めのない事項）
平成　　年　　月　　日
                                   構成員（代表者）　 住　所
                                                   　 名　称
                                                   　 代表者氏名             印
                                   構成員             住　所
                                                      名　称
                                                      代表者氏名             印
※上記各条項を参考に共同体の協定書を作成し、提出してください。
（別紙様式１１）
委　任　状
三重県知事　　あて
                                   共同体の名称   　           　　　　
                                   構成員（代表者）　 住　所
                                                   　 名　称
                                                   　 代表者氏名　　　　　　　印
                                   構成員             住　所
                                                      名　称
                                                      代表者氏名              印
　私は、下記の共同体代表者を代理人と定め、当共同体が存続する間、次の権限を委任します。
　受任者
                  住　所   
共同体の代表者  　名　称   
                  代表者氏名
委任事項
１　三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の指定管理者申請関係書類の作成及び提出
２　三重県と三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の管理業務についての協定書の締結
３　三重県営住宅及び三重県特定公共賃貸住宅の管理業務についての指定管理料の請求及び受領
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


受任者印
	
	      


（別紙様式１）





（別紙様式２）





（別紙様式３）





浄化槽管理費





（別紙様式５）





（別紙様式７）





（別紙様式８）
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